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新 旧 

 

 第２節 災害発生直前対策 

 

 風水害の発生のおそれがある場合に、円滑な災害応急対策が実施できるように、あらかじめ気象警報・注

意報等の伝達体制、市民の避難誘導体制、災害の未然防止活動を行うための体制を整備する。 

 

１ 市民に対する情報の伝達体制の整備 

  気象警報・注意報等の伝達は、本編第２章第１節「災害直前活動」の「警報等伝達系統」のとおりであ

るが、市は、円滑で速やかな、情報の伝達ができるように、体制の整備を図る。 

 

２ 避難誘導体制の整備 

 (１) 風水害により、市民の生命、身体等に、危険が生ずるおそれのある場合に、迅速かつ円滑に避難誘導

活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成しておく。 

（本章第11節「避難の受入れ活動計画」参照） 

 (２) 指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し、日頃から住民等への周知徹底に努めるものと

する 

 (３) 指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号

を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとする。 

 (４) 市及び県は、土砂災害等に対する市民の警戒避難基準をあらかじめ土砂災害警戒情報等を用いて設定

するとともに、必要に応じ見直すよう努める。 

 (５) 避難勧告等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所等の住民の避難誘導等警戒避難体制をあらか

じめ計画するものとする。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による河川洪水との同時

発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

 (６) 洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水位情報、堤防等の施設に

係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令基準を設定するものとする。それら

以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断し

たものについては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準を策定することとする。また、避難勧告等の

発令対象区域については、細分化しすぎるとかえって居住者等にとってわかりにくい場合が多いことか

ら、立退き避難が必要な区域を示して勧告したり、屋内での安全確保措置の区域を示して勧告したりす

るのではなく、命を脅かす洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじ

め具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。 

 (7) 災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設

けるものとする。 

 

３ 災害未然防止活動 

 (１)   災害発生のおそれがある場合に適切な災害未然防止活動を実施できるよう、次のような体制の整備を

行う。 

ア 所管施設の緊急点検体制の整備 

イ 応急復旧体制の整備 

ウ 防災用資機材の備蓄 

エ 水防活動体制の整備 

 

 第２節 災害発生直前対策 

 

 風水害の発生のおそれがある場合に、円滑な災害応急対策が実施できるように、あらかじめ気象警報・注

意報等の伝達体制、市民の避難誘導体制、災害の未然防止活動を行うための体制を整備する。 

 

１ 市民に対する情報の伝達体制の整備 

  気象警報・注意報等の伝達は、本編第２章第１節「災害直前活動」の「警報等伝達系統」のとおりであ

るが、市は、円滑で速やかな、情報の伝達ができるように、体制の整備を図る。 

 

２ 避難誘導体制の整備 

 (１) 風水害により、市民の生命、身体等に、危険が生ずるおそれのある場合に、迅速かつ円滑に避難誘導

活動が行えるよう、あらかじめ避難計画を作成しておく。 

（本章第11節「避難の受入れ活動計画」参照） 

 (２) 指定緊急避難場所及び指定避難所をあらかじめ指定し、日頃から住民等への周知徹底に努めるものと

する 

 (３) 指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号

を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとする。 

 (４) 市及び県は、土砂災害等に対する市民の警戒避難基準をあらかじめ土砂災害警戒情報等を用いて設定

するとともに、必要に応じ見直すよう努める。 

 (５) 避難勧告等の発令区域・タイミング、指定緊急避難場所等の住民の避難誘導等警戒避難体制をあらか

じめ計画するものとする。その際、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台風等による河川洪水との同時

発生等、複合的な災害が発生することを考慮するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (６) 災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定緊急避難場所を近隣市町村に設

けるものとする。 

 

３ 災害未然防止活動 

  災害発生のおそれがある場合に適切な災害未然防止活動を実施できるよう、次のような体制の整備を行

う。 

・所管施設の緊急点検体制の整備 

・応急復旧体制の整備 

・防災用資機材の備蓄 

・水防活動体制の整備 

修正内容① 

【資料２ 主な修正内容の新旧対照表】 
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 (８) 内水排除における排水ポンプ及び排水ポンプ自動車の手配・稼働等に係る連絡体制の整備 

(９) 他の水防管理団体との相互応援協定の締結 

 (10) 浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、指定緊急避難場所、指定避難所等の避難計画の作成 

 (11) 浸水想定区域内にある要配慮者利用施設（主として高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者が利用す

る施設をいう。以下同じ。）で洪水時に避難の必要が認められる施設の名称及び所在地を定める。 

(12) 浸水想定区域内にある大規模工場棟で洪水時に浸水の防止を図る必要が認められる施設の名称及び所

在地を定める。 

 (13) (11) (12) に該当する施設の洪水予報等の伝達体制の整備 

   なお、指定水防管理団体においては、上記に加えて次の事項を実施する。 

 (14) 水防機関の整備 

 (15) 水防計画の策定 

 (16) 水防協議会の設置 

 (17) 水防訓練の実施（年１回以上） 

  ア 水防技能の習熟 

  イ 水防関係機関、自主防災組織との連携強化及び沿川住民の水防思想の普及啓発 

  ウ 発災時の避難誘導計画等に基づく避難誘導訓練 

 (18) 水防計画の策定に当たっては、洪水の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事す

る者の安全の確保を図るよう配慮するとともに、必要に応じて、河川管理者の協力について水防計画に

定め、当該計画に基づく河川に関する情報の提供等水防と河川管理の連携を強化するよう努める。 

 (19) 浸水想定区域内に位置し、市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者

又は管理者は、洪水時の避難確保及び浸水防止に関する計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施するも

のとする。 

 (20) 浸水想定区域内や土砂災害警戒区域内に位置し、市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配

慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図

るための施設の整備に関する事項、防災教育・訓練に関する事項、水防法に基づき設置した自衛水防組

織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練を実施するものとする。

また、作成した計画及び自衛防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 (８) 内水排除における排水ポンプ及び排水ポンプ自動車の手配・稼働等に係る連絡体制の整備 

(９) 他の水防管理団体との相互応援協定の締結 

 (10) 浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、指定緊急避難場所、指定避難所等の避難計画の作成 

 (11) 浸水想定区域内にある要配慮者利用施設（主として高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者が利用す

る施設をいう。以下同じ。）で洪水時に避難の必要が認められる施設の名称及び所在地を定める。 

(12) 浸水想定区域内にある大規模工場棟で洪水時に浸水の防止を図る必要が認められる施設の名称及び所

在地を定める。 

 (13) (11) (12) に該当する施設の洪水予報等の伝達体制の整備 

   なお、指定水防管理団体においては、上記に加えて次の事項を実施する。 

 (14) 水防機関の整備 

 (15) 水防計画の策定 

 (16) 水防協議会の設置 

 (17) 水防訓練の実施（年１回以上） 

  ア 水防技能の習熟 

  イ 水防関係機関、自主防災組織との連携強化及び沿川住民の水防思想の普及啓発 

  ウ 発災時の避難誘導計画等に基づく避難誘導訓練 

 (18) 水防計画の策定に当たっては、洪水の発生時における水防活動その他の危険を伴う水防活動に従事す

る者の安全の確保を図るよう配慮するとともに、必要に応じて、河川管理者の協力について水防計画に

定め、当該計画に基づく河川に関する情報の提供等水防と河川管理の連携を強化するよう努める。 

 (19) 市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、洪水時の避

難確保及び浸水防止に関する計画に基づき、避難誘導等の訓練の実施に努めるものとする。 

  

(20) 市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に

関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に関する事項、防災教育・訓

練に関する事項、自衛水防組織の業務に関する事項等の計画の作成、当該計画に基づく自衛防災組織の

設置に努めるものとし、作成した計画及び自衛防災組織の構成員等について市長に報告するものとする。

また、当該計画に基づき、避難誘導等の訓練の実施に努めるものとする。 

 

 

 

 

修正内容② 
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   (イ) 要配慮者が利用する施設で特に必要な施設の名称及び所在地 

イ 土砂災害警戒区域については次の事項を記載した防災マップを作成し、市民等へ配布する。また、

ホームページ等での情報提供も行う。 

   (ア) 土砂災害に関する情報の伝達方法 

   (イ) 指定緊急避難場所及び指定避難所に関する事項 

   (ウ) その他土砂災害警戒区域における円滑な警戒避難に必要な事項 

  ウ 山地災害危険地区等の山地災害に関する情報提供を行う。 

 (３) 防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより

提供すること等を通して、受け手側が情報の意味を直感的に理解できるような取組を推進する。 

 (４) 自主防災組織における、防災マップ、地区別防災カルテの作成に対する協力について指導推進する。 

(５) 前記(４)の防災マップ、地区別防災カルテの配布に当たっては、それらが持っている意味、活用方法に

ついて充分な理解が得られるよう啓発の機会を設定する。この際、被害想定区域外にも被害が及ぶ可能

性があることも併せて周知する。 

(６)  防災（防災・減災への取り組み実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネージャー）の連

携により、高齢者の避難行動に対する理解の促進を図る。 

 (７) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュアルの配布、有識者によ

る研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教育を実施する。 

  (８) 各地域において防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施されるよう、水害・

土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図る。 

 (９) 防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防止週間等を通じ、各種

講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普

及に努めるものとする。 

   また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」

からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄

すること、ライフライン途絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につ

いて、普及啓発を図るものとする。 

 (１０) 住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知徹底するとともに、必要

に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域の

コミュニティを活かした避難活動を促進するものとする。 

 (１１) 市民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、防災に関する様々な動向

や各種データをわかりやすく発信する。 

 

２ 防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及 

  市で管理している防災上重要な施設については、その管理者等に対して発災時における行動の仕方、避

難誘導について配慮すべき事項、どのような危険があるか、要配慮者に対する配慮等防災思想の普及徹底

を行う。 

 

３ 学校等における防災教育の推進 

  小学校、中学校、高等学校、幼稚園及び保育園（以下この節において「学校等」という。）において幼児

及び児童・生徒（以下この節において「児童生徒等」という。）が正しい防災知識を身につけることは、将

来の災害に強い市民を育成するうえで重要である。 

  そのため、体系的な防災教育に関する指導内容の整理、指導時間の確保などを行ったうえで、学校等に

おける防災訓練等をより実践的なものにするとともに、学級活動等をとおして、防災教育を推進する。 

   (イ) 要配慮者が利用する施設で特に必要な施設の名称及び所在地 

イ 土砂災害警戒区域については次の事項を記載した防災マップを作成し、市民等へ配布する。また、

ホームページ等での情報提供も行う。 

   (ア) 土砂災害に関する情報の伝達方法 

   (イ) 指定緊急避難場所及び指定避難所に関する事項 

   (ウ) その他土砂災害警戒区域における円滑な警戒避難に必要な事項 

  ウ 山地災害危険地区等の山地災害に関する情報提供を行う。 

 

 

 (３) 自主防災組織における、防災マップ、地区別防災カルテの作成に対する協力について指導推進する。 

(４) 前記(３)の防災マップ、地区別防災カルテの配布に当たっては、それらが持っている意味、活用方法に

ついて充分な理解が得られるよう啓発の機会を設定する。この際、被害想定区域外にも被害が及ぶ可能

性があることも併せて周知する。 

 

 

 (５) 教育機関、民間団体等との密接な連携の下、防災に関するテキストやマニュアルの配布、有識者によ

る研修会や講演会、実地研修の開催等により、防災教育を実施する。 

 

 

 (６) 防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャンペーン、雪崩防止週間等を通じ、各種

講習会、イベント等を開催し、水防、土砂災害、雪崩災害、二次災害防止等に関する総合的な知識の普

及に努めるものとする。 

   また、住民に対し、水害時のシミュレーション結果等を示しながら、「早期の立退き避難が必要な区域」

からの迅速で確実な立退き避難を求めるとともに、浸水深、浸水継続時間等に応じて、水・食料を備蓄

すること、ライフライン途絶時の対策をとること、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等につ

いて、普及啓発を図るものとする。 

 (７)  住民に対し、風水害のおそれのない適切な避難場所、避難路等について周知徹底するとともに、必要

に応じて避難場所の開錠・開設を自主防災組織で担う等、円滑な避難のため、自主防災組織等の地域の

コミュニティを活かした避難活動を促進するものとする。 

 (８) 市民等の防災意識の向上及び防災対策に係る地域の合意形成の促進のため、防災に関する様々な動向

や各種データをわかりやすく発信する。 

 

２ 防災上重要な施設の管理者等に対する防災知識の普及 

  市で管理している防災上重要な施設については、その管理者等に対して発災時における行動の仕方、避

難誘導について配慮すべき事項、どのような危険があるか、要配慮者に対する配慮等防災思想の普及徹底

を行う。 

 

３ 学校等における防災教育の推進 

  小学校、中学校、高等学校、幼稚園及び保育園（以下この節において「学校等」という。）において幼児

及び児童・生徒（以下この節において「児童生徒等」という。）が正しい防災知識を身につけることは、将

来の災害に強い市民を育成するうえで重要である。 

  そのため、体系的な防災教育に関する指導内容の整理、指導時間の確保などを行ったうえで、学校等に

おける防災訓練等をより実践的なものにするとともに、学級活動等をとおして、防災教育を推進する。 

 

修正内容③ 



        第２編 風水害対策編 

第２章 災害応急対策計画 

第 12 節 避難受入れ及び情報提供活動 
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新 旧 

 第12節 避難受入れ及び情報提供活動 

 

 風水害発生時においては、浸水、建築物の破損、崖崩れ等が予想され、地域住民の身体、生命に大きな被

害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策を実施する。 

 その際、要配慮者についても十分考慮する。 

 特に、市内には、多くの要配慮者利用施設が浸水想定区域又は土砂災害警戒区域内に所在しているため避

難準備・高齢者等避難開始、避難指示（緊急）、避難勧告、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施に当たって

は、これらの施設に十分配慮するものとする。 

 

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報 

  風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる場合には、市民に対

し状況に応じて、避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）を行う。 

  避難準備・高齢者等避難開始を伝達する者、避難勧告、避難指示（緊急）を行う者は、関係機関相互に

緊密な連携を図りながら、地域住民の積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとと

もに、避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）を行った場合は、速やかにその

内容を市民に周知する。 

  その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理解できる内容で伝え

ることを心がける。 

  また、避難勧告等の発令基準に活用する防災気象情報を、警戒レベルとの関係が明確になるよう、５段

階の警戒レベル相当情報として区分し、住民の自発的な避難判断等を促す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 実施機関 

  ア 避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）、災害発生情報の実施機関は次表のと

おりである。 

   

 第12節 避難受入れ及び情報提供活動 

 

 風水害発生時においては、浸水、建築物の破損、崖崩れ等が予想され、地域住民の身体、生命に大きな被

害を及ぼすおそれがあるので、避難に係る的確な応急対策を実施する。 

 その際、要配慮者についても十分考慮する。 

 特に、市内には、多くの要配慮者利用施設が土砂災害危険箇所内に所在しているため避難準備・高齢者等

避難開始、避難指示（緊急）、避難勧告、警戒区域の設定並びに避難誘導の実施に当たっては、これらの施設

に十分配慮するものとする。 

 

１ 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示 

  風水害からの人命、身体の保護又は災害の拡大防止のため、特に必要と認められる場合には、市民に対

し状況に応じて、避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）を行う。 

  避難準備・高齢者等避難開始を伝達する者、避難勧告、避難指示（緊急）を行う者は、関係機関相互に

緊密な連携を図りながら、地域住民の積極的な協力を得て、災害情報の迅速かつ的確な収集に努めるとと

もに、避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）を行った場合は、速やかにその

内容を市民に周知する。 

  その際、要配慮者の情報収集手段に配慮し、危険が近づいたことなどが誰にでも理解できる内容で伝え

ることを心がける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (１) 実施機関 

  ア 避難準備・高齢者等避難開始の伝達、避難勧告、避難指示（緊急）の実施機関は次表のとおりであ

る。 

   
 

修正内容③ 



        第２編 風水害対策編 

第２章 災害応急対策計画 

第 22 節 電気施設応急活動 
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新 旧 

 第22節 電気施設応急活動 

 

 電気は欠くことのできないエネルギー源であると同時に、災害時には、感電事故や火災の発生等の原因に

もなる危険性を併せ持っていることから、 

○早期復旧による迅速な供給再開 

○感電事故や供給再開に伴う火災発生等の二次災害防止 

を重点に応急対策を推進するものとする。 

 

１ 応急復旧体制の確立 

  被害状況を早急に把握し、計画に基づく職員の参集と関連各社との連携により、早期復旧体制を確立す

る。 

 

２ 迅速な応急復旧活動 

  復旧用資機材、輸送手段を早急に調達して応急復旧工事を迅速に推進するとともに、電力の緊急融通等

による早期送電再開に努める。 

  市は、「災害時等における電力供給等の相互連携・協力に関する協定書」に基づき、中部電力パワーグリ

ッド株式会社の行う応急復旧活動に協力する。（第7編資料４－33参照） 

  市は、「災害時における電気の保安に関する協定書」に基づき（一財）中部電気保安協会長野支店に対し

支援を要請する。（第7編資料４－16参照） 

 

３ 二次災害防止及び節電 

  停電による社会不安の除去、感電事故防止、送電再開時の火災予防等に関し、関係各機関と連携を密に

して広報活動を中心とした二次災害防止活動に努める。 

  また、発電所等の被災により、需要量に対して十分電力が供給できない見込みの場合には、節電の呼び

かけを行う。 

  このため、市は、県及び電力会社からの要請に基づき、防災無線等により、市民に対する広報活動を行

う。 

 

 第22節 電気施設応急活動 

 

 電気は欠くことのできないエネルギー源であると同時に、災害時には、感電事故や火災の発生等の原因に

もなる危険性を併せ持っていることから、 

○早期復旧による迅速な供給再開 

○感電事故や供給再開に伴う火災発生等の二次災害防止 

を重点に応急対策を推進するものとする。 

 

１ 応急復旧体制の確立 

  被害状況を早急に把握し、計画に基づく職員の参集と関連各社との連携により、早期復旧体制を確立す

る。 

 

２ 迅速な応急復旧活動 

  復旧用資機材、輸送手段を早急に調達して応急復旧工事を迅速に推進するとともに、電力の緊急融通等

による早期送電再開に努める。 

  市は、「災害時等における電力供給等の相互連携・協力に関する協定書」に基づき、中部電力(株)の行う応

急復旧活動に協力する。（第7編資料４－33参照） 

  市は、「災害時における電気の保安に関する協定書」に基づき（一財）中部電気保安協会長野支店に対し

支援を要請する。（第7編資料４－16参照） 

 

３ 二次災害防止 

  停電による社会不安の除去、感電事故防止、送電再開時の火災予防等に関し、関係各機関と連携を密に

して広報活動を中心とした二次災害防止活動に努める。 

 

 

  このため、市は電力会社からの要請に基づき、防災無線等により、市民に対する広報活動を行う。 

 

 

修正内容④ 



        第２編 風水害対策編 

第１章 災害予防計画 

        第８節 要配慮者支援計画 
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新 旧 

 第８節 要配慮者支援計画 

 

 近年の都市化、高齢化、国際化等社会構造の変化、核家族化などによる家庭や地域の養育・介護機能の低

下に伴い、災害発生時には要配慮者が被害を受ける事例が多く見受けられる。このため、市、社会福祉協議

会、医療機関、社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、災害から要配

慮者、とりわけ自ら避難することが困難であり避難の確保を図るために特に支援を要する者（以下「避難行

動要支援者」という。）を守るための防災対策の一層の充実を図る。 

 また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害や浸水被害により被災し、多数の

犠牲者が出た事例もあり、土砂災害や浸水被害が発生するおそれのある地域内に立地する要配慮者利用施設

については、避難誘導等について施策を講じる。 

 

１ 要配慮者支援計画の作成 

(１) 要配慮者支援計画の作成 

市は、地域における被害特性等を踏まえ、地域住民と連携を図りながら災害時住民支え合いマップ等

により要配慮者支援計画を作成するとともに、避難行動要支援者以外の要配慮者についても、避難支援

についての計画の作成に努める。 

 (２) 避難行動要支援者支援に関する計画の作成 

市は、地域における災害特性を踏まえつつ、避難行動要支援者の避難支援についての全体的な考え方

を整理し、全体計画の作成に努める。また、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行う

ための措置について定める。 

市が定める事項は、以下を必須とする。 

  ア 避難支援等関係者となる者 

    市は、避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者名簿情報を提供する。ただし、名簿情報を提供

することについて、本人の同意が得られていない場合は、この限りではない。 

    避難支援等関係者となる者は、以下に掲げる団体及び個人する。 

・自主防災組織（区長） 

・飯山警察署 

・岳北消防本部 

・民生委員・児童委員（地区会長） 

・飯山市社会福祉協議会 

・その他、市長が必要と認めた支援者等 

  イ 避難行動要支援者名簿に記載する者の範囲 

避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、以下の要件とする。 

生活の基盤が自宅にある方で以下の①～⑤のいずれかに該当し、かつ、同居する世帯員が65歳以上

のみの世帯の者とする。 

 ①要介護3以上の者 

 ②身体障害者手帳1・2級の者及び視覚又は聴覚障害による身体障害者手帳3～6級の者（心臓・腎臓

機能の障害のみで該当する者は除く） 

③療育手帳Aを所持する者 

④精神障害保健福祉手帳1級を所持する者 

⑤特定医療費（指定難病）受給者 

  ウ 名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 

 第８節 要配慮者支援計画 

 

 近年の都市化、高齢化、国際化等社会構造の変化、核家族化などによる家庭や地域の養育・介護機能の低

下に伴い、災害発生時には要配慮者が被害を受ける事例が多く見受けられる。このため、市、社会福祉協議

会、医療機関、社会福祉施設等の関係機関は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、災害から要配

慮者、とりわけ自ら避難することが困難であり避難の確保を図るために特に支援を要する者（以下「避難行

動要支援者」という。）を守るための防災対策の一層の充実を図る。 

 また、近年社会福祉施設、医療施設等の要配慮者利用施設が、土砂災害や浸水被害により被災し、多数の

犠牲者が出た事例もあり、土砂災害や浸水被害が発生するおそれのある地域内に立地する要配慮者利用施設

については、避難誘導等について施策を講じる。 

 

１ 要配慮者支援計画の作成 

(１) 要配慮者支援計画の作成 

市は、地域における被害特性等を踏まえ、地域住民と連携を図りながら災害時住民支え合いマップ等

により要配慮者支援計画を作成するとともに、避難行動要支援者以外の要配慮者についても、避難支援

についての計画の作成に努める。 

 (２) 避難行動要支援者支援に関する計画の作成 

市は、地域における災害特性を踏まえつつ、避難行動要支援者の避難支援についての全体的な考え方

を整理し、全体計画の作成に努める。また、避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認等を行う

ための措置について定める。 

市が定める事項は、以下を必須とする。 

  ア 避難支援等関係者となる者 

    市は、避難支援等関係者に対し、避難行動要支援者名簿情報を提供する。ただし、名簿情報を提供

することについて、本人の同意が得られていない場合は、この限りではない。 

    避難支援等関係者となる者は、以下に掲げる団体及び個人する。 

・自主防災組織（区長） 

・飯山警察署 

・岳北消防本部 

・民生委員・児童委員（地区会長） 

 

・その他、市長が必要と認めた支援者等 

  イ 避難行動要支援者名簿に記載する者の範囲 

避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲は、以下の要件とする。 

生活の基盤が自宅にある方で以下の①～⑤のいずれかに該当し、かつ、同居する世帯員が65歳以上

のみの世帯の者とする。 

 ①要介護3以上の者 

 ②身体障害者手帳1・2級の者及び視覚又は聴覚障害による身体障害者手帳3～6級の者（心臓・腎臓

機能の障害のみで該当する者は除く） 

③療育手帳Aを所持する者 

④精神障害保健福祉手帳1級を所持する者 

⑤特定医療費（指定難病）受給者の内、避難行動要支援者として対象とする重症患者 

  ウ 名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法 
 

修正内容⑤ 




